
財務レビュー

連結業績の概要

　2021年において、当社グループにおきましては、社内外に
おける感染症予防対策を徹底し、ワクチンの職域接種も併せて
行いながら、オンライン主体のセミナーを積極的に開催し、
コンサルティング活動におきましても、顧客のニーズにあわせて
対面とWEBによるコンサルティングを柔軟に併用しながら
事業を進めてまいりました。当社の主要顧客であります中小
企業においては、リモートワークをはじめとした多様な働き方
への対応、サステナブルな社会の実現に向けたESGへの取り
組み等、事業における様々な課題を抱えておりますが、当社
グループがその課題に一丸となって向き合い、その課題解決の
ソリューションを提供できたこともあり、当連結会計年度は
コロナ禍前の前々連結会計年度をも上回り過去最高の業績を
達成することができました。
　売上高28,813百万円（前連結会計年度比15.1％増）、営業
利益6,349百万円（同27.4％増）、経常利益6,439百万円（同
26.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益4,373百万円

（同25.0％増）となりました。親会社株主に帰属する当期純
利益につきましては、第2四半期決算発表時に上方修正した
業績予想からさらに73百万円上振れし、中期経営計画における
財務戦略の目標のひとつであるROEについては18.2％となり
目標（15％以上）を大きく上回ることができました。

セグメント別の業績概要

①経営コンサルティング事業
　経営コンサルティング事業におきましては、受注獲得経路の
オンラインセミナーや経営研究会経由の受注が好調に推移し、
また、顧客からの紹介や直接営業による受注も獲得できたこと
により、売上高、利益ともに前連結会計年度を超える業績を
達成することができました。
　業種別におきましては、主力部門である住宅・不動産業界、
医療・介護・福祉業界向けコンサルティング部門は引続き前連
結会計年度を上回る売上高となり、堅調に推移いたしました。
テーマ別においては、WEBマーケティング、ビジネスモデル、
財務をテーマとしたコンサルティングが大きく伸びました。
　ソリューションにおいては、製造業向けにオンライン営業を
活用したマーケティングにおけるDXや、AI・ロボット・RPAを
活用した業務改善におけるDX等、住宅・不動産業、製造業を
はじめあらゆる業界向けに多様なDXコンサルティングが
広がりを見せはじめました。
　一方で、依然として人材採用コンサルティング市場は、企業の
積極的な人材採用の抑制から厳しい状況が続いております。
　利益面におきましては、増収による増益効果及び、ＷＥＢ会議
システムを活用したオンラインセミナーやオンライン研究会、
リモート支援の定着による旅費交通費及び会場代のコスト
削減効果により、増益を達成することができました。
　その結果、売上高は22,256百万円（前連結会計年度比16.8
％増）、営業利益は5,846百万円（同21.8％増）となりました。

②ロジスティクス事業
　ロジスティクス事業におきましては、物流オペレーション
業務は、新規顧客の開拓や既存顧客への積極的な販促活動に
より、WEB経由からの新規受注も増加し、前連結会計年度と
比較して増収とすることができました。物流コンサルティング
業務は、顧客の投資活動に戻りが見られ、経営研究会も好調
だったことから増収となりました。また、物流トレーディング
業務は、企業や人の移動の減少に伴い燃料等販売量が減少
したものの、販売価格上昇により増収となりました。利益面に
おきましては、物流オペレーション業務が好調だったことに
伴い増益となりました。
　その結果、売上高は3,309百万円（前連結会計年度比25.5
％増）、営業利益は338百万円（同8.7％増）となりました。

キャッシュ・フローの状況

　2021年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計
年度末に比べて2,458百万円増加し、14,675百万円となりました。
　2021年度のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりで
あります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　営業活動の結果得られた資金は5,214百万円（前連結会計
年度は3,515百万円の資金の獲得）となりました。これは
主に、税金等調整前当期純利益が6,415百万円となり、
法人税等の支払額が1,610百万円、法人税等の還付額が
540百万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　投資活動の結果使用した資金は219百万円（前連結会計
年度は263百万円の資金の獲得）となりました。これは主に、
有形及び無形固定資産の取得による支出が218百万円と
なったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　財務活動の結果使用した資金は2,547百万円（前連結会計
年度は3,194百万円の資金の使用）となりました。これは
主に、自己株式の取得及び売却による差引支出が265百万
円、配当金の支払額が2,272百万円となったことによるも
のであります。

損益の概要

　売上高におきましては、主力の経営コンサルティング事業に
おけるWEB広告運用代行業務が引続き大幅に増収となり、
また、WEBからの新規受注が増えたことにより、月次支援
コンサルティング及びロジスティクス事業における物流オペ
レーション業務が増収となりました。その結果、売上高は前連
結会計年度に比べて15.1％増の28,813百万円となりました。
　営業利益におきましては、売上原価は19,512百万円（前連結
会計年度は17,027百万円）、販売費及び一般管理費は2,951百
万円（同3,018百万円）となり、WEB広告運用代行業務における
広告原価が増加したものの、コンサルティング活動における旅費
交通費や会場代などが大幅に減少いたしました。その結果、営業
利益は前連結会計年度に比べて27.4％増の6,349百万円と
なり、営業利益率は前連結会計年度より2.1ポイント上昇し
22.0％となりました。
　経常利益におきましては、余資運用による投資有価証券売却
益等により営業外収益は131百万円（前連結会計年度は147百
万円）、営業外費用は40百万円（同38百万円）となりました。
その結果、経常利益は前連結会計年度に比べて26.5％増の
6,439百万円となりました。
　親会社株主に帰属する当期純利益におきましては、法人税等

③ダイレクトリクルーティング事業
　ダイレクトリクルーティング事業におきましては、前連結
会計年度から新型コロナウイルス感染症の影響により、企業
の求人減少に伴い採用広告出稿が減少となり、売上高は引
続き厳しい状況が続きましたが、採用広告の効率的な運用
や広告宣伝費などのコストを見直すことにより、営業損失額は
減少いたしました。
　その結果、売上高は1,953百万円（前連結会計年度比16.2
％減）、営業損失は115百万円（前連結会計年度は営業損失
174百万円）となりました。

④その他事業
　その他の事業における、コンタクトセンターコンサルティング
事業におきましては、研修や支援のリモート化が定着したこと、
及び大口の定期収入が寄与したことで前連結会計年度と比較
して売上高、利益ともに大きく伸ばすことができました。また、
システム開発事業におきましても、主要顧客からの受注やその
他新規受注が回復し、増収増益となりました。
　その結果、売上高は1,272百万円（前連結会計年度比30.4％
増）、営業利益は82百万円（前連結会計年度は営業損失88
百万円）となりました。

資産および負債・資本の状況

（資産の部）
　2021年度末における資産合計は、前連結会計年度末に
比べて、2,932百万円増加し、30,884百万円となりました。
　流動資産は、前連結会計年度末に比べて2,692百万円
増加し、18,996百万円となりました。これは主に現金及び
預金、受取手形及び売掛金の増加、有価証券の減少による
ものであります。
　固定資産は、前連結会計年度末に比べて240百万円増加し、
11,888百万円となりました。これは主に投資有価証券の増加
によるものであります。

（負債の部）
　2021年度末における負債合計は、前連結会計年度末に
比べて934百万円増加し、5,197百万円となりました。
　流動負債は、前連結会計年度末に比べて1,039百万円増加し、
5,037百万円となりました。これは主に支払手形及び買掛金、1年
内返済予定の長期借入金及び未払法人税等の増加によるもの
であります。
　固定負債は、前連結会計年度末に比べて105百万円減少し、
160百万円となりました。これは主に長期借入金の減少による
ものであります。

資本政策・株主還元

　当社は、株主価値を中長期的に高めていくために、適切な
資本政策の方針の策定・実行が極めて重要であると認識して
おります。最適な株主資本の水準の形成と併せて、株主還元の
向上に努めると同時に、積極的な事業投資により利益の拡大を
目指し、資本効率を高めていくことを基本方針としております。

・効率性の方針： ROE（自己資本利益率）15％以上を目指
してまいります。

・株主還元の方針：総還元性向60％以上を目指してまいります。

（純資産の部）
　2021年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に
比べて1,998百万円増加し、25,687百万円となりました。
これは主に親会社株主に帰属する当期純利益による増加、
自己株式の取得による純資産の減少、剰余金処分による
利益剰余金の減少によるものであります。
　その結果、自己資本比率は前連結会計年度末より1.7
ポイント減少し、80.7％となりました。

合計が2,041百万円（前連結会計年度は1,677百万円）となった
ことにより、前連結会計年度に比べて25.0％増の4,373百万円
となりました。
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